
資源再利用金属屑（鉄類）売却［単価契約］仕様書 

 

豊中市伊丹市クリーンランド（以下「クリーンランド」という。）の施設で選別された資源

再利用金属屑（以下「鉄類」という。）の売却に関する仕様は次のとおりとする。 

 

１．売却対象物 

  鉄類 

  

２．売却期間  

令和８年（2026 年）８月 1 日～令和８年（2026 年）１１月３０日 

 

３．予定数量  

約２1０ｔ（約４ｔ／回） 品質残渣率５％以下（重量比） 

但し、クリーンランドの運転状況により多少の増減があるものとする。 

 

４．業務実施上の事項については、次のとおりとする。  

 （１）業務実施日  

    受注者はクリーンランドから依頼のあった日に配車を行い、積込み搬出は、原則として、

月曜日～金曜日の間で午前８時から午前８時３０分、午後１時４５分から午後４時１５

分の間とする。  

    但し、クリーンランドの運転状況により 1 日の積込み搬出回数及び１回の積込み量

に増減があるものとする。  

 （２）引き渡し方法及び量の認定  

    鉄類の引き渡しはクリーンランド鉄類貯留スペースにて行う。  

脱着式コンテナ（おおむね８㎥サイズ以下のもの）を常時 1 基（上限 2 基まで）設置す

ること。  

また引き渡し量については、クリーンランド計量器により認定するものとする。計量の

際、計量伝票が２枚打ち出されるので双方１枚ずつ保管するものとする。  

（３）運搬車両  

以下の条件を満たす車両であること  

・脱着式コンテナの積み下ろしができる車両（アームロール車）  

・搬入可能な車両は、車両高さ 3.8ｍ以内、幅 2.5ｍ以内、全長 12ｍ以内。コンテナ

の内法は、おおむね長さ 3.6ｍ、幅 1.9ｍ、高さ 1.2ｍとする。 

     ・本業務に供する上記車両は、自動車 NOｘ・PM 法の排ガス基準を満たしているこ

と。  

 （４）積込み・脱着式コンテナの積み下ろし  

    脱着式コンテナへの積込みはクリーンランドが行うものとする。  

    脱着式コンテナの車両への積み下ろしは受注者が行うものとする。  

 

 



（５）提出書類  

    受注者は下記書類を契約締結後、業務実施までにクリーンランドに届け出ること。  

     １．本業務に使用する全搬送車両の車検証の写し  

     ２．搬送経路（様式なし）  

     ３．本業務搬送車両に係る運転免許証の写し  

     ４．本業務の履行及び有価物の処理に必要となる、各担当知事が発行する許可証の写

し  

       ①産業廃棄物収集運搬業許可  

       ②産業廃棄物処分業許可  

       ③廃棄物再生事業者登録証明 など  

     ５．処理過程がわかる概要、フロー図など（様式なし）  

６．再商品化の最終利用用途、引き取り先（様式なし）  

（６）適正処理  

    受注者は、品質が選別物である事を理解し、再資源化に最大限努めるとともに、再資源

化の過程で発生した残渣は受注者の責任において適正に処理を行うこと。  

（７）実績報告  

   毎月５日（休日の場合は翌日）までに、前月分の実績報告書をクリーンランドへ  

提出すること。  

 

５．留意事項  

（１）業務の実施に当たって、受注者は労働基準法・労働安全衛生法・労働者災害補償  

保険法・健康保険法・厚生年金保険法・雇用保険法・その他関係法規を遵守すること。 

（２）受注者は、業務の実施について必要な技術の習得のほか、基本的人権について作業従事

者が正しい認識をもって適切に対応できるよう研修を実施すること。  

 （３）運搬業務の実施にあたって、受注者は道路及び付近住民に迷惑のかからぬよう飛散防止

処置をとる等充分な配慮をするとともに、「道路交通法」等関係法令を遵守し細心の注

意をはらって運行すること。  

 （４）運搬業務の実施に際し、受注者の過失によりクリーンランドの施設等を損壊した場合、

必ず報告し、受注者の責任において早急に復旧、修繕を行うこと。  

（５）クリーンランド内道路は徐行し、動線（別紙）を守って、入退場をすること。  

 （６）受注者は、この業務により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはな

らない。ただし、あらかじめクリーンランドの承諾を得た場合は、この限りでない。  

（７）受注者は、この業務の全部又はその主たる部分を一括して第三者に委任し、又は請け負

わせてはならない。ただし、あらかじめクリーンランドの承諾を得た場合は、この限り

でない。  

   

６．その他  

本仕様書に定めのない事項、業務履行にあたって疑義が生じたときは必要に応じて双方

協議のうえ定めるものとする。  

以上 


